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第１章 調査の目的と方法 

１ 調査の目的 

 改正特定非営利活動促進法（平成 24 年４月１日施行。以下、「法」という。）において、

「施行後３年を目途として、新制度の実施状況、特定非営利活動法人を取り巻く社会経済

情勢等を勘案した検討を行い、その結果に基づいて必要な措置を講ずる」との規定が設け

られた。これを受けて、将来の検討に資することを念頭に、法施行前後の時点における特

定非営利活動法人を取り巻く情勢や新制度の実施状況等について実態把握を行うことを目

的として本調査を実施した。 

 

２ 調査対象・調査方法 

①特定非営利活動法人に関する実態調査（アンケート調査） 

調査目的：法施行前における特定非営利活動法人の実態を把握。 

調査対象：全国の特定非営利活動法人（認定法人を含む。）43,993 法人（平成 23 年 11

月末現在の全特定非営利活動法人）。 

調査方法：インターネットでの回答方式（ただし郵送・ＦＡＸの回答も可とした）。 

調査期間：平成 24 年２月 25 日（土）～３月 25 日（日） 

回 収 率：19.0％ 

 

②市民の社会貢献意識に関する実態調査（アンケート調査） 

調査目的：法施行前における一般市民の特定非営利活動法人制度の認知度、寄附及び

ボランティアに関する認識等を把握。 

調査対象：全国に居住する満 20～69 歳までの一般市民 3,000 人（モニター数）。 

調査方法：インターネットでの回答方式 

調査期間：平成 24 年３月２日（金）～３月７日（水） 

 

③所轄庁への調査（アンケート調査） 

調査目的：所轄庁における法施行への対応状況、実務上の課題等を把握。 

調査対象：全所轄庁（47 都道府県及び 20 指定都市の計 67） 

調査期間：平成 24 年６月 15 日（金）～６月 29 日（金） 

 

④中間支援組織への調査（アンケート調査） 

   調査目的：中間支援組織における法施行後の対応状況、実務上の課題等を把握。 

調査対象：中間支援組織 25 団体（うち無回答１団体） 

調査期間：平成 24 年６月 15 日（金）～６月 29 日（金） 
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第２章 特定非営利活動法人に関する実態調査 

１ 法人の概要 

（１）活動分野 

 ◆認定法人が認定を受けていない法人に比べて少ないのは「保健、医療又は福祉の増進」、

多いのは「災害救援」や「国際協力」 【図表１】 
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（２）職員数 

◆職員数（中央値。０を含む）は、認定を受けていない法人は 4.0 人、認定法人は 5.5

人 【図表２】 

図表２ 職員数・有給職員数・常勤有給職員数 

 

 

 

２ 財政状況 

（１）定款上の特定非営利活動事業の収支構造 

◆認定を受けていない法人の１法人あたりの総収入額（中央値。０を含む）は 405 万円、

総支出額(同)は 426 万円。認定法人の総収入額（同）は 1,416 万円、総支出額(同)は

1,364 万円 【図表３】 

 

図表３ 特定非営利活動に係る事業（総収入・総支出） 
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（２）定款上の特定非営利活動事業収入の財源別構造 

◆認定を受けていない法人では事業収入の割合が、認定法人では寄附金の割合が多い 

【図表４】 

 

 

（３）財源による法人形態の類型化（総収入規模別の法人類型） 

◆総収入金額が少なくなるほど、会費比率が高い法人の割合が多く、総収入金額が多く

なるほど、自主事業収入比率が高い法人及び受託事業収入比率が高い法人の割合が多

い 【図表５】 
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（４）定款上の特定非営利活動事業の活動分野別の収入構造  

◆認定を受けていない法人の収入構造は、「保健、医療又は福祉の増進」「保健、医療又

は福祉の増進以外」ともに「事業収入」の割合が最も高いが、後者は 58.4％であるの

に対して、前者は 74.6％に上る 【図表６】 

 

図表６ 主な活動分野別 収入内訳【認定を受けていない法人】 

 

 

３ 認定・仮認定制度の認識、利用意向 

（１）認定・仮認定制度の認識 

◆認定・仮認定制度の内容まで知っている法人は、認定法人では 81.8％、認定を受けて

いない法人では 14.2％ 【図表７】 
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（２）認定・仮認定制度の利用意向 

①利用意向 

◆認定済み、認定申請準備中、仮認定申請準備中の法人は、制度の内容まで知っている

法人（1,151 法人、図表７の 14.9％の部分）の 31.8％ 【図表８】 

 

 

②早期新規認定・仮認定申請予定者 

◆早期新規申請予定者は回答法人全体（7,748 法人）の 2.0％ 

認定済み及び認定・仮認定申請準備中の 365 法人（図表８の 31.8％の部分）のうち、申

請準備が「順調に進んだ（進んでいる）」とする法人は 207 法人で 56.7％となっている。 

この 207 法人から、認定済みである 52 法人を除いた 155 法人（うち 52 法人が仮認定申

請予定者）は、早期に申請すると見込まれ、本調査の回答法人 7,748 法人中では 2.0％（仮

認定は全体の 0.7％)となっている。【図表９】 

図表９ 早期新規認定・仮認定申請予定者 
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（３）認定・仮認定申請に当たっての困難 

◆最も回答が多かった困難は「日常業務が多忙」で 66.5％ 

 「認定準備が順調に進まなかった（進んでいない）」と回答した 158 法人における認定準

備が順調に進んでいない理由は、多い順に「日常業務が多忙」66.5％、「申請書類が煩雑」

41.8％、「会計・税務スタッフの不足」41.1％となっており、事務処理に苦心していること

が分かる。【図表 10】  

 

 

 

  

図表 10 認定・仮認定申請準備が進まなかった（進んでいない）理由（n=158）【ＭＡ】 
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４ 経理・情報開示の状況 

（１）経理担当者の状況 

◆「法人の他の業務も兼務する経理担当者がいる」法人が 50.1％と最も多い 【図表 11】 

 

 

 

（２）採用している会計基準等 

 ◆「ＮＰＯ法人会計基準」を採用している法人は 31.7％ 【図表 12】 
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（３）情報開示手段 

 ◆「自身のホームページで一般に公開している」と回答した法人は、認定を受けていな

い法人では 44.6％であるのに対し、認定法人では 88.3％ 【図表 13】 
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一般向けの広報誌で公開 

一般向けの説明会を開催 

会員や寄附者以外には情報提供していない 

閲覧以外の情報開示はしていない 

その他 

図表13 情報開示手段【ＭＡ】 

全体(n=7,748) 認定を受けていない法人(n=7,671) 認定法人(n=77) 
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５ 寄附の受入状況 

（１）個人からの寄附 【図表 14】 

 

図表 14 平成 23 年３月以前の事業年度 

 

 

 

【参考】平成 23 年４月～回答日現在 

 

 

  

法

人

数

中

央

値

平

均

値

最

小

値

最

大

値

中

央

値

平

均

値

最

小

値

最

大

値

7,730 0 23 0 32,746 0 50 0 66,254

(7,729) (0) (18) (0) (8,000) (0) (41) (0) (14,590)

認定を受けて

いない法人
7,654 0 16 0 8,000 0 33 0 12,364

76 54 718 0 32,746 151 1,777 0 66,254

(75) (53) (247) (0) (2,710) (151) (918) (0) (14,590)

（注）表中括弧書きは、震災直後に多額の寄附を受け取った事が判明している１つの法人を除いた値である。

件数 金額（単位：万円）

全体

認定法人

法

人

数

中

央

値

平

均

値

最

小

値

最

大

値

中

央

値

平

均

値

最

小

値

最

大

値

7,730 0 20 0 8,191 0 47 0 32,300

(7,729) (0) (19) (0) (7,295) (0) (42) (0) (20,778)

認定を

受けていない法人
7,654 0 16 0 4,720 0 32 0 19,973

76 37 460 0 8,191 187 1,470 0 32,300

(75) (37) (344) (0) (7,295) (173) (1,059) (0) (20,778)

（注）表中括弧書きは、震災直後に多額の寄附を受け取った事が判明している１つの法人を除いた値である。

件数 金額（単位：万円）

全体

認定法人



11 

 

（２）法人からの寄附 【図表 15】 

 

図表 15 平成 23 年３月以前の事業年度 

 

 

 

【参考】 平成 23 年４月～回答日現在 

 

  

法

人
数

中

央
値

平

均
値

最

小
値

最

大
値

中

央
値

平

均
値

最

小
値

最

大
値

7,732 0 3 0 1,412 0 96 0 336,077

(7,731) (0) (2) (0) (1,119) (0) (53) (0) (28,362)

認定を
受けていない法人

7,656 0 2 0 700 0 39 0 12,105

76 3 64 0 1,412 83 5,927 0 336,077

(75) (3) (44) (0) (1,119) (81) (1,525) (0) (28,362)

（注）表中括弧書きは、震災直後に多額の寄附を受け取った事が判明している１つの法人を除いた値である。

件数 金額（単位：万円）

全体

認定法人

法

人

数

中

央

値

平

均

値

最

小

値

最

大

値

中

央

値

平

均

値

最

小

値

最

大

値

7,732 0 2 0 1,691 0 98 0 277,653

(7,731) (0) (2) (0) (1,030) (0) (62) (0) (45,551)

認定を受けて
いない法人

7,656 0 2 0 700 0 43 0 34,692

76 4 72 0 1,691 119 5,706 0 277,653

(75) (4) (49) (0) (1,030) (119) (2,080) (0) (45,551)

（注）表中括弧書きは、震災直後に多額の寄附を受け取った事が判明している１つの法人を除いた値である。

件数 金額（単位：万円）

全体

認定法人
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第３章 市民の社会貢献意識に関する実態調査 

１ ボランティア活動の現状と意識 

（１）ボランティア活動への関心 

◆57.5％の人が「ボランティア活動に関心がある」 【図表 16】 

 

 

 

（２）ボランティア活動経験の有無 

◆４分の１以上（26.7％）の人がボランティア活動を行ったことがある 【図表 17】 

 

 

14.3 % 

6.6 % 

36.6 % 

29.9 % 

12.6 % 

図表16 ボランティア活動への関心 (n=3,000) 

関心がある（震災発生前から関心があった） 

関心がある（震災発生後、関心を持つようになった） 

多少関心がある 

あまり関心がない 

まったく関心がない 

合計 

57.5％ 

したことが 

ある 

26.7 % 

震災発生前にだけ、 

したことがある 

12.6 % 

震災発生後にだけ、

したことがある 

（している） 

3.2 % 

震災発生前も発生後

も、したことがある 

（している） 

10.8 % 

 したことはない 

73.3 % 

図表17 ボランティア活動経験の有無 (n=3,000） 

震災発生後にだけ、

したことがある 

（している） 
3.2 % 

震災発生前も発生後も、

したことがある 

（している） 
10.8 % 
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（３）ボランティア活動への参加の妨げの要因 

 ◆「職場（家庭）環境」や「経済的負担」が大きく影響している 【図表 18】 

 

 

 

（４）今後のボランティア活動への参加の意向 

◆今後、ボランティア活動へ参加したい（「是非参加したい」＋「機会があれば参加した

い」）と考えている人は 63.4％を占める 【図表 19】 

 

 

 

  

36.0 % 

31.5 % 

26.1 % 

17.8 % 

12.8 % 

10.7 % 

7.8 % 

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 

ボランティア活動のために、一定期間仕事を休む（家庭を離れる）こと 

は、会社（家族）との関係から難しい(n=1,080) 

ボランティア活動に参加する際には交通費等を自己負担することも 

あり、経済的負担が大きい(n=945) 

特に妨げとなるようなことはない(n=783) 

自分がどのようなボランティア活動をできるのか等を調べたいと思って 

も、自分とボランティアを結びつける情報を得ることが難しい(n=534) 

少しだけボランティア活動に参加しても、実際のところ役に立てるとは 

思えず、参加の意義がわからない(n=383) 

ボランティア団体に関してネガティブな情報があり、 

いま一つ信用できない(n=320) 

その他(n=233) 

図表18 ボランティア活動への参加の妨げの要因（n=3,000)【ＭＡ】 

是非参加したい 

7.5 % 

機会があれば 

参加したい 

55.9 % 

参加したいとは

思わない 

31.0 % 

その他 

5.5 % 

図表19 今後のボランティア活動への参加の意向

(n=3,000) 
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２ 寄附の現状と意識 

（１）寄附経験の有無 

◆76.9％の人がこれまでに寄附をしたことがあり、震災発生前１年間及び発生後のいず

れにおいても寄附したことがある人が最も多い 【図表 20】 

 

 

（２）寄附金額 

◆寄附金額の中央値（０を含む）は、震災発生前の１年間が 1,000 円、震災発生後の１

年間【震災関連】が 3,000 円、震災後の１年間【震災関連を除く】が０円となってい

る 【図表 21】 

このことから、震災の影響により、震災後の寄附金額は大幅に増加し、そのほとんど

が震災関連であることが分かる  

 

図表 21 寄附金額の推移 

 
震災発生前 

震災発生後 

【震災関連】 

震災発生後 

【震災関連を除く】 

最小値 0 円 0 円 0 円 

最大値 2,000,000 円 5,000,000 円 1,000,000 円 

中央値（０を含む） 1,000 円（n=2,307） 3,000 円（n=2,307） 0 円（n=2,307） 

中央値（０を除く） 2,000 円（n=1,512） 3,000 円（n=2,044） 1,000 円（n=956） 

寄附をしたことが

ある 

76.9% 

震災発生前にだ

け、したことがあ

る 6.4% 

震災発生後にだ

け、したことがあ

る 

22.4% 

震災発生前１年間

も発生後も、した

ことがある 

48.1% 

寄附をしたことは

ない 

23.1% 

図表20  寄附時点別 寄附経験の有無 (n=3,000） 

震災発生前にだけ、

したことがある 
6.4% 

震災発生後にだけ、

したことがある 
22.4% 
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３ ＮＰＯ法人に対する関心度 

（１）ＮＰＯ法人への関心度 

◆ＮＰＯ法人への関心度を震災前後で比較すると、震災後に「とても関心がある」、「多

少関心がある」の割合が増加し、「あまり関心がない」、「まったく関心がない」の割合

が減少している 【図表 22】 

 

 

 

  

10.7 % 

5.9 % 

40.4 % 

30.0 % 

32.1 % 

43.0 % 

16.8 % 

21.1 % 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

震災後 

震災前 

図表22 ＮＰＯ法人への関心度（n=3,000） 

とても関心がある 多少関心がある あまり関心がない まったく関心がない 
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（２）地域別 ＮＰＯ法人への関心度 

◆震災発生前後ともに四国が最も関心度が低い。震災発生前後の比較では「とても関心

がある」「多少関心がある」の割合が、全ての地域で高まっている。東北では特に関心

の高まりが認められる 【図表 23】【図表 24】 

 

 

 

  

5.9% 

6.2% 

4.6% 

6.3% 

5.0% 

6.6% 

6.4% 
2.2% 

6.3% 

30.0% 

31.8% 

32.0% 

29.8% 

27.8% 

32.2% 

27.5% 

17.6% 

33.3% 

43.0% 

42.6% 

42.1% 

41.2% 

45.1% 

43.3% 

42.7% 

48.4% 

44.6% 

21.1% 

19.4% 

21.3% 

22.7% 

22.1% 

18.0% 

23.4% 

31.9% 

15.8% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

全体(n=3,000) 

北海道(n=129) 

東北(n=197) 

関東(n=1,039) 

中部(n=503) 

近畿(n=534) 

中国(n=171) 

四国(n=91) 

九州(n=336) 

図表23 地域別 ＮＰＯ法人への関心度【震災発生前】 

とても関心がある 多少関心がある あまり関心がない まったく関心がない 

10.7% 

9.3% 

10.7% 

11.9% 

9.9% 

10.3% 

10.5% 

4.4% 

11.3% 

40.4% 

35.7% 

43.7% 

41.2% 

38.2% 

41.2% 

35.7% 

35.2% 

43.8% 

32.1% 

38.8% 

29.4% 

29.5% 

34.4% 

32.8% 

36.3% 

38.5% 

30.4% 

16.8% 

16.3% 

16.2% 

17.3% 

17.5% 

15.7% 

17.5% 

22.0% 

14.6% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

全体(n=3,000) 

北海道(n=129) 

東北(n=197) 

関東(n=1,039) 

中部(n=503) 

近畿(n=534) 

中国(n=171) 

四国(n=91) 

九州(n=336) 

図表24 地域別 ＮＰＯ法人への関心度【震災発生後】 

とても関心がある 多少関心がある あまり関心がない まったく関心がない 
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（３）寄附した相手 

◆【震災関連】と【震災関連を除く】ともに、「赤い羽根共同募金・日本赤十字社」が最

も多く、「ＮＰＯ法人」はそれぞれ 12.0％、10.2％となっている 【図表 25】 

 

 

 

  

44.9 % 

17.4 % 

16.9 % 

12.0 % 

37.1 % 

52.0 % 

11.8 % 

19.3 % 

10.2 % 

37.8 % 

0  10  20  30  40  50  60  

赤い羽根共同募金・日本赤十字社 

都道府県・市町村 

町内会・自治会 

ＮＰＯ法人 

その他 

図表25 寄附した相手【ＭＡ】 

震災関連(n=2,197) 震災関連を除く(n=2,148) 

※対象：Ｑ12で「寄附をしたことがある」と回答した方 
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（４）認定・仮認定法人への寄附 

◆認定法人への寄附に伴う税制優遇措置の拡大等がなされたが、認定・仮認定法人へは

「寄附したいと思わない」（57.7％）が、「寄附したいと思う」（42.3％）を上回ってい

る 【図表 26】 

 

 

 

（５）寄附したいと思わない理由 

◆「認定ＮＰＯ法人のことをよく知らないため」が 42.2％と最も多い 【図表 27】 

 

 

 

寄附したいと 

思わない 
57.7 % 

寄附したいと思う 
42.3 % 

図表26 認定・仮認定ＮＰＯ法人への寄附意向(n=3,000) 

認定ＮＰＯ法人 

のことをよく 

知らないため 
42.2 % 

ＮＰＯ法人より

も他の法人等に

寄附するため 
12.0 % 

寄附金の還付率

が低いため 
11.3 % 

その他 
34.5 % 

図表27 認定・仮認定ＮＰＯ法人に対して 

寄附したいと思わない理由（n=1,731) 

※対象：Ｑ20で認定・仮認定NPO法人に 

 「寄附したいと思わない」と回答した方 
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（６）寄附金に係る情報開示等について 

◆寄附に際して重視する情報開示としては、「寄附金を使用した活動の内容」（54.6％）、

「寄附金を使用した活動の成果」（45.8％）の順で多い。寄附金の使途を重視している

ことが分かる 【図表 28】 

 

 

 

  

54.6 % 

45.8 % 

33.4 % 

27.8 % 

27.2 % 

14.7 % 

5.5 % 

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 % 60 % 

寄附金を使用した活動の内容(n=1,638) 

寄附金を使用した活動の成果(n=1,373) 

寄附金により購入した商品・サービスの一覧表(n=1,002) 

情報の開示と寄附は連関しない(n=835) 

団体の財務状況の報告(n=815) 

団体の役員や職員の名簿(n=442) 

その他(n=166) 

図表28 信頼して寄附ができるようになる情報開示範囲(n=3,000)【ＭＡ】 
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第４章 所轄庁への調査 

１ 所轄庁への調査 

（１）改正法に基づく事務への対応状況 

◆法に基づく事務に係る申請処理及び相談への対応体制について、「新たに体制整備した」団

体は44団体（65.7％）、「従前のとおり」である団体は23団体（34.3％）【図表29】 

 

 

 

◆「対応に追われている」団体が 38 団体（56.7％）と最も多く、特に指定都市において

は 16 団体（80.0％）を占めている 【図表 30】 

 

 

65.7% 

59.6% 

80.0% 

34.3% 

40.4% 

20.0% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

全体(n=67) 

都道府県(n=47) 

指定都市(n=20) 

図表29  改正法に基づく事務への対応体制 

新たに体制整備した 従前のとおり 

37.3% 

46.8% 

15.0% 

56.7% 

46.8% 

80.0% 

6.0% 

6.4% 

5.0% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

全体(n=67) 

都道府県(n=47) 

指定都市(n=20) 

図表30  改正法に基づく事務の実施状況 

特に混乱はない 対応に追われている その他 
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（２）相談件数 

◆「定款変更」に係るものが最も多く、「仮認定」が最も少ない【図表 31】 

 

 

 

（３）指導・監督の在り方 

◆平成 24 年度以降の法人に対する指導・監督の在り方については、「従前通り行政関与

は抑制的」が 20 団体（29.9％）と最も多い 【図表 32】 

 

 

 

32.8% 

30.4% 

40.4% 

52.6% 

55.0% 

44.6% 

12.1% 

12.7% 

10.1% 

2.5% 

1.9% 

4.8% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

全体（計6,883件） 

都道府県（計5,288件） 

指定都市（計1,595件） 

図表31  内容別 相談件数 

設立 定款変更 認定 仮認定 

10.4% 

12.8% 

5.0% 

20.9% 

21.3% 

20.0% 

16.4% 

14.9% 

20.0% 

10.4% 

10.6% 

10.0% 

29.9% 

31.9% 

25.0% 

11.9% 

8.5% 

20.0% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

全体(n=67) 

都道府県(n=47) 

指定都市(n=20) 

図表32  指導・監督の在り方 

認定を受けていない法人、認定法人を問わず従前よりも指導・監督を充実 

認定制度を念頭に指導・監督を充実 

改正法に基づく必須事項に限り指導・監督を充実 

従前通りのきめ細かい指導・監督 

従前通り行政関与は抑制的 

その他 
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（４）職員数 

◆ 職員実数とその要求数のそれぞれの平均値を比較すると、平成 22 年度及び平成 23

年度においては要求通りまたはそれ以上の人員配置がなされた団体が多い。しかし、

平成 24 年度の「常勤職員」については要求通りの配置がなされていない団体が多い 

【図表 33】 

 

図表 33 職員実数、要求数比較表【平均値】 

 

 

 

 

都
道
府
県

指
定
都
市

全
体

都
道
府
県

指
定
都
市
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都
道
府
県

指
定
都
市
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体

（実数） 3.4 2.2 3.2 3.6 2.2 3.2 4.0 3.6 3.8

（要求数） 3.2 2.5 3.0 3.4 2.3 3.1 4.0 3.9 4.0

（実数） 0.7 1.0 0.8 0.8 0.7 0.8 1.1 1.3 1.2

（要求数） 0.7 1.0 0.8 0.8 0.7 0.8 1.1 1.2 1.2
非常勤職員

（単位：人）

H22 H23 H24

常勤職員
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